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当社発展の軌跡

’65 設立
’67 伊丹
’68 福岡
’71 千歳
’78 成田
’83 羽田
’92 成田Ⅱ期

新千歳
’93 羽田西側
’94 関西
’99 那覇
’01 JASDAQ上場

’02 広島
’04 中部
’05 神戸

鹿児島
’07 熊本
’08 長崎

千歳空港支店

福岡空港支店

沖縄空港支店

成田支社

神戸空港出張所

中部空港支店

広島空港出張所

大阪空港支店

関西支社

羽田支社

本社

鹿児島空港出張所

熊本空港出張所

長崎空港出張所

’67
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力
事
業

’72
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事
業

’85
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帯
事
業
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当社の事業概要

経営資源の配分

項目 売上 資金需要 投入人員 主な顧客

動力事業 50％ 97％ 30％ 航空会社

整備事業 40％ 1％ 60％ 空港会社・航空会社

付帯事業 10％ 2％ 10％ 病院・空港会社・航空会社

航空関連売上は全体の約93％

動力事業動力事業

付帯事業付帯事業

整備事業整備事業

（設備投資型）

（役務提供型）

（メーカー・役務提供型）

動力供給（電力・エアコン）は、航空機の

排気ガスや騒音を防ぎ、航空燃料を節減し、

「地球環境の浄化保全」に役立てています。
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動力事業の電力需給対策

夏期の電力需給対策に伴う電力需要抑制率の△１５％について、関係各所と調整し対応手段を検討中である。

地上動力供給設備 移動機材での供給対応

電
力
供
給

エ
ア
コ
ン
供
給 電源車 エアコン車

各空港へ配備されている自社の移動機材を夏場に関東地区へ集結させ、電力会社からのエネルギー需要抑制を図る等の

対応方法を検討している。

関東地区の移動機材は、電源車４０台、エアコン車８台を所有。

対応策として ①航空機のAPU（小型ガスタービン補助動力装置）を稼働させた運用

②スタンドバイ用の移動機材（電源車・エアコン車）で供給する運用
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業績の推移(連結)
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ＪＡＬ経営破綻

２００９～

世界金融危機

２００８

採算性重視

規制緩和（大競争時代）

機材の小型化ネットワーク拡大・維持

規制下

〔動力供給料金（電力・エアコン）：１分課金システム（機種別料金×使用時間）〕

成田・羽田（国際線）

 
容量拡大
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２０１０年度
 

業績（計画対比）

①期初計画
②修正計画

（2010年11月25）
Ａ増減（②－①） ③当期実績 Ｂ増減（③－②）

売上高 １１，２５３ １０，７７５ △４７８ １０，７４３ △３１

営業利益 ５６８ ４６８ △１００ ５２３ ＋５５

経常利益 ５０１ ４０５ △９６ ４６１ ＋５５

当期純利益 ２５２ １７５ △７７ ２０９ ＋３３

（単位：百万円）

（注）百万円未満は切り捨てにより表示

Ａ増減（修正－期初）
動力事業の期初計画を上回る航空機の小型化や、成田でのＪＡＬ国際線の減便、就

 
航便数の伸び悩み等により、2010年11月25日に通期業績予想の修正を発表した。

Ｂ増減（実績－修正）

売上高は、動力事業の羽田空港国際線の増や、フードカート販売の増があるものの、

 
成田空港での減便や航空会社や空港会社の経費節減施策の影響により、減収と

 
なった。しかし、減収に対して販売外注費、人件費の他、管理可能経費の削減に最大

 
限努め、営業利益、経常利益、当期純利益と増収となった。
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２０１０年度
 

業績（前期対比）

前期実績 当期実績 対前期比

 
増減

売上高 １１，４５９ １０，７４３ △７１５ 93.8％

セグメント利益 １，４４４ １，１９１ △２５２ 82.5％

販管費 ７５６ ６６７ △８８ 88.3％

営業利益 ６８７ ５２３ △１６３ 76.2％

営業外損益 △５７ △６２ △５ -

経常利益 ６３０ ４６１ △１６９ 73.2％

特別損益 △８ △５７ △４８ -

税引前当期純利益 ６２１ ４０３ △２１７ 65.0％

当期純利益 ３８２ ２０９ △１７３ 54.7％

（単位：百万円）

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
8



①動力事業
 

収支
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＜売

 
上＞

 ・羽田国際線地区供用開始による増

 ・ＪＡＬの更生計画に伴う減便

 および貨物事業からの撤退

 ・航空機の小型化・路線の休止・減便

 支店別

 成田 △１９８, 羽田 △１０８, 
伊丹 △５１,その他 △５７

 
＜費

 
用＞

 ・減価償却費の増

 
＋９２

 ・整備維持費の減

 
△１６８

 ・労務費・委託役務費の減

 
△３２

 ・消耗品・社外役務費の減

 
△２０

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
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②整備事業
 

収支
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上＞

・関西

 
△２８８

 
基本契約の減

 ・成田

 
△２４５

 
基本契約の減、

 更新・修繕作業の減

 ・中部

 
△７７

 
基本契約の減

 ・羽田

 
＋８０

 
更新・修繕作業の増

＜費

 
用＞

・材料費・外注費の減

 
△２４７

 ・労務費・委託役務費の減

 
△１５

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
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（単位：百万円）
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③付帯事業
 

収支

1,182

1,354

0
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（単位：百万円）

＜売

 
上＞

・本社

 
＋２３２

 
フードカート販売増

 ・成田

 
△３３

 
保安装置運用管理

 基本契約の減

 ・子会社

 
△４０

 
航空機用部品管理

 業務減

 
＜費

 
用＞

・販売外注・材料費の増

 
＋１０９

 ・労務費・委託役務費の減

 
△４４

 ・棚卸関連損失の減

 
△６５

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
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営業利益／経 常 利 益／当期純利益
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＜利益の増減要因＞

セグメント利益の減

 

△２５２

 販売費及び一般管理費の減

 

△８８

 労務費・消耗品費・社外役務費

 

等

＜経常利益の増減要因＞

営業利益の減

 

△１６３
営業外費用（支払利息）の増

 

＋５

＜当期純利益の増減要因＞

経常利益の減

 

△１６９
特別損失の増

 

＋４８

 法人税等の減

 

△４４

（注）百万円未満は切り捨てにより表示
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２０１０年度
 

設備投資

項 目 前 期 当 期 増 減

設備投資額 １，２９８ １，０７７ △２２１

減価償却費 ８５２ ９５１ ＋９８

＜主な内訳＞

当期

 
羽田

 
動力供給設備の設置工事

 
８５４百万円

沖縄

 
動力供給設備の更新工事

 
７２百万円

成田

 
動力供給設備の設置工事

 
６３百万円

（単位：百万円）
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中期事業計画時の策定ポイント

航空業界を取り巻く環境

当面、厳しい経営環境は続く！

筋肉質・リスク耐性のある企業体質とし、航空業界の成長を確実に取り込める

企業となるための足場を固める期間

空港容量の拡大航空需要の増加

成田・羽田の発着枠拡大

ＬＣＣターミナル

グローバル化、「観光立国」

規制緩和による競争・淘汰

変化は現在進行形・先行き不透明

羽田空港容量拡大に伴う他空港への影響

2010年11月25日に発表した2011～2013年度中期事業計画
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基本方針

(1) 当社の主力事業である動力事業および整備事業の収支改善を図りつつ、今後も

 安定的な経営基盤として確立するために再構築を行う。

(2) 今後の航空需要拡大を見据え、設備・人材への必要な投資を行い、コスト競争力

 の強化、技術力の向上を図り、安定的な成長ができる筋肉質の企業体質を作る。

(3) 顧客のニーズを的確に掴み、顧客満足度を高めることで、顧客とともに成長できる

 事業運営を行う。

(4) 経営環境の変化に対して、従来の発想に縛られることなく臨機応変に対応し、積

 極的にビジネスチャンスを捉え飛躍を図る。
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利益

羽田国際線の

 
減価償却費増加
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東日本大震災と原発の影響

航空機のＡＰＵ運用

福島第一原発事故

航空機の減便・運休

 
の長期化 顧客のコスト節減策の継続

航空需要の低迷

業界収益悪化
夏期の節電

減収・減益要素

（動力事業・整備事業）

東日本大震災

航空機小型化の拡充

＊ＡＰＵ（Auxiliary Power Unit）とは、航空機に搭載された小型ガスタービン補助動力装置
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動
力
事
業

2011年度の見通し

中期計画時の予測 震災・原発事故による減収・減益のマグニチュード

若干の増収・減益

＜増収要素＞

・羽田国際線の通年化

・Ｂ７８７就航

・下期以降、成田の回復

＜減収要素＞

・ＪＡＬ減便およびJALｶｰｺﾞ撤退の通年化

・小型化

＜減益要素＞

・羽田国際線の減価償却費増

整
備
事
業

増収・増益

関西ＢＨＳの大口契約による補修工事を含め

老朽化による補修工事の増加

航空旅客の回復（特に訪日旅客の動向）見通し

が、不透明

（いつ、どの程度、回復するのか）

夏場の節電施策の影響度が定量的に推測不可

顧客の経費節減施策により、補修工事の発注

が見送られる

基本契約料金の減額要求も有り得る

減収・減益

フードカート販売で前年度の大口契約の反動

で減収

付
帯
事
業

（予測どおり）
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2011年度の業績予想と配当予想

2011年度の業績予想につきましては、原発事故の影響による航空需

要の動向や、電力供給需要の動向などが業績に与える影響を、現時

点で合理的に算出することが困難であることから未定とさせていただ

き、開示が可能となった時点で速やかに公表いたします。

2011年度の配当予想につきましても、現時点では未定です。

当該震災による業績への影響が判明次第、公表いたします。



21

2011年度の重点施策

生産の内製化・効率化の推進

役員報酬の減

管理可能経費（消耗品費、社外役務費、試作研究費等）の減

人件費の抑制

調達業務の集約化設備投資の抑制

人員の抑制

コスト削減施策

動力事業の料金体系見直し

技術教育・研修の充実

安全・安心な品質を提供し、顧客満足度の維持

新規業務の拡大

従来の枠組に捉われず、ビジネスチャンスを確実に取り込む

小型化に対応した料金体系

技術の伝承



2011年度の設備投資・資金・人員計画

設備投資と減価償却の推移
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　設備投資額

　減価償却費

　設備投資額 1,077 933 484 

　減価償却費 951 1,158 1,008 

　資金調達額

　有利子負債

FY10実績 FY11中期計画時 FY11計画

（単位：百万円）
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1,000 300 0
3,668 3,142

羽田空港国際線地区への設備投資

新型航空機の就航に伴う設備更新

（単位：人）

FY11の新入社員採用（例年は20～30人程度）を見送る

社員数
FY10

699～676
FY11

676～670
（グループ全体）
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動力事業の電力需給対策

夏期の電力需給対策に伴う電力需要抑制率の△１５％について、関係各所と調整し対応手段を検討中である。

地上動力供給設備 移動機材での供給対応

電
力
供
給

エ
ア
コ
ン
供
給 電源車 エアコン車

各空港へ配備されている自社の移動機材を夏場に関東地区へ集結させ、電力会社からのエネルギー需要抑制を図る等の

対応方法を検討している。

関東地区の移動機材は、電源車４０台、エアコン車８台を所有。

対応策として ①航空機のAPU（小型ガスタービン補助動力装置）を稼働させた運用

②スタンドバイ用の移動機材（電源車・エアコン車）で供給する運用



2011年５月25日
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ＸＸＩ東京會舘「シルバールーム」



本日は、弊社決算説明会にご参加いただきましてありがとうございます。

本日配布しました資料に記載されている将来の業績予想は、経営環境の変化などに

伴い予想あるいは目標対比が変化し得ることにご留意ください。

株式会社エージーピー

 
総務部 広報･ＩＲグループ

電話：０３－３７４７－１６３１
ＦＡＸ：０３－３７４７－０７０７
ＵＲＬ：http://www.agpgroup.co.jp
（会社案内ビデオがご覧いただけます）

お問合せ先

FY11は厳しい経営環境を乗り切るため、コスト競争力を強化した筋肉質な企業体質を

構築し、ＡＧＰグループの継続的な発展に努めてまいります。
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